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1. 平成23年３月期第２四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年９月30日）

 (1) 連結経営成績(累計)
(％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年３月期第２四半期 5,288 33.7 308 ― 227 ― 91 ―

22年３月期第２四半期 3,955 △ 43.3 △ 676 ― △ 727 ― △ 750 ―

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

23年３月期第２四半期 8.59 ―

22年３月期第２四半期 △ 70.84 ―

 (2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期第２四半期 15,184 9,099 59.9 859.31

22年３月期 16,223 9,161 56.5 865.14

(参考) 自己資本 23年３月期第２四半期 9,099百万円 22年３月期 9,161百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年３月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00

23年３月期 ― 5.00

23年３月期(予想) ― 5.00 10.00

3. 平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 11,200 25.4 640 ― 560 ― 340 ― 32.11



  

 

 
  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

 
  

  

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算

短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりませ

ん。 

  

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があ

ります。 

4. その他（詳細は、【添付資料】P.４「その他の情報」をご覧ください。）

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 ： 無

 (注) 当四半期会計期間における連結範囲の変更に伴う特定子会社の異動の有無となります。

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有

 (注) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無

 (注) 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結

財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年３月期２Ｑ 10,604,880株 22年３月期 10,604,880株

② 期末自己株式数 23年３月期２Ｑ 15,264株 22年３月期 15,152株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期２Ｑ 10,589,666株 22年３月期２Ｑ 10,589,869株

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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当第２四半期連結累計期間における世界経済は、米国経済の回復の遅れ等、先行きに対する不透明感

は増しましたが、中国を中心とする新興国市場の成長に牽引され回復は継続しました。国内において

は、円高の影響、景気刺激策の終了、個人消費の停滞などにより、景気減速への懸念が増しました。 

当社グループの主たる事業分野である半導体市場におきましては、一部に需給調整の動きが見られた

ものの、スマートフォン（高機能携帯電話）などデジタル家電の市場拡大等によって、成長基調は維持

されました。 

このような事業環境の中、メモリーＩＣ向けにつきましては、Ｖタイププローブカードに加え、昨年

度市場参入を果たしたＭタイププローブカードを中心に拡販に努めました。各製品ともに競合他社との

受注競争は、一層激化しましたが、当初計画した売上を確保する事ができました。 

ロジックＩＣ向けにつきましては、ＣタイププローブカードをベースにＶタイププローブカードの市

場投入をするなどの拡販に努めた結果、緩やかではありますが、売上は回復傾向となりました。 

利益面に関しましては、急激な円高の影響や合弁解消関連費用の超過等が発生しましたが、当初計画

を若干上回る結果となりました。 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は52億８千８百万円（前年同期比33.7％増）、営業

利益は３億８百万円（前年同期は営業損失６億７千６百万円）、経常利益は２億２千７百万円（前年同

期は経常損失７億２千７百万円）、四半期純利益は９千１百万円（前年同期は四半期純損失７億５千万

円）となりました。 

  

 ① 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ10億３千９百万円減少し、151

億８千４百万円となりました。 

 これは主として、受取手形及び売掛金が１億４千８百万円、有形固定資産が１億８千１百万円増加い

たしましたが、現金及び預金が８億６千３百万円、有価証券が６億７千７百万円減少したこと等による

ものであります。 

負債合計は、前連結会計年度末に比べ９億７千７百万円減少し、60億８千４百万円となりました。 

 これは主として、その他の流動負債が２億９千３百万円増加いたしましたが、短期借入金が12億４千

１百万円減少したこと等によるものであります。 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ６千１百万円減少し、90億９千９百万円となりました。 

 これは主として、利益剰余金が３千８百万円増加いたしましたが、為替換算調整勘定が９千２百万円

減少したこと等によるものであります。 

  

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

日本電子材料㈱　(6855)　平成23年３月期　第２四半期決算短信

― 2 ―



  
 ② キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、14億６千３百万

円減少し、当第２四半期連結累計期間末には26億５千１百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、３億１千万円（前年同期は４億

４千５百万円減少）となりました。 

 これは主として、売上債権の増加額１億６千６百万円等による減少要因があったものの、減価償却

費３億７千７百万円等による増加要因があったことによります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、２億５千７百万円（前年同期比

95.1％減）となりました。 

 これは主として、有価証券の売却による収入60億６千５百万円、定期預金の払戻による収入19億３

千７百万円等による増加要因があったものの、有価証券の取得による支出64億９千９百万円、有形固

定資産の取得による支出２億９百万円、定期預金の預入による支出14億３千７百万円等による減少要

因があったことによります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、14億８千２百万円（前年同期比

1,032.2％増）となりました。 

 これは主として、短期借入れによる収入86億円による増加要因があったものの、短期借入金の返済

による支出98億４千１百万円、社債の償還による支出１億円等による減少要因があったことによりま

す。 

  

通期業績予想につきましては、平成22年10月５日に公表済みの「業績予想の修正に関するお知らせ」

から変更ありません。 

  

(3) 連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 

  
  

（簡便な会計処理） 

① 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がない

と認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

② 棚卸資産の評価方法 

当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を一部省略し、前連結会計年度末

の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

③ 固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する

方法によっております。 

④ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する

方法によっております。 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異

等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績

予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。また、前連結会計年度末以降に経営

環境等、または、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められる場合には、前連結会計年度において

使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する

方法によっております。 

  
  

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要
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（会計処理基準に関する事項の変更） 

① 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10

日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成

20年３月10日）を適用しております。 

なお、これに伴う当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。 

② 資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年

３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20

年３月31日）を適用しております。 

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益が０百万円、税金等調整前四半期純

利益が５百万円減少しております。 

  

（表示方法の変更） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府

令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科

目を表示しております。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,188 4,052

受取手形及び売掛金 3,756 3,607

有価証券 2,637 3,314

商品及び製品 56 50

仕掛品 298 270

原材料及び貯蔵品 690 603

その他 604 453

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 11,227 12,346

固定資産

有形固定資産 3,021 2,839

無形固定資産 301 342

投資その他の資産

その他 635 696

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 634 695

固定資産合計 3,957 3,876

資産合計 15,184 16,223
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,957 1,886

短期借入金 1,200 2,441

1年内償還予定の社債 200 200

1年内返済予定の長期借入金 99 99

未払法人税等 20 －

その他 863 570

流動負債合計 4,340 5,198

固定負債

社債 600 700

長期借入金 242 292

役員退職慰労引当金 454 457

退職給付引当金 16 10

その他 430 403

固定負債合計 1,744 1,863

負債合計 6,084 7,062

純資産の部

株主資本

資本金 983 983

資本剰余金 1,202 1,202

利益剰余金 7,589 7,551

自己株式 △15 △15

株主資本合計 9,760 9,722

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △6 0

為替換算調整勘定 △653 △561

評価・換算差額等合計 △660 △560

純資産合計 9,099 9,161

負債純資産合計 15,184 16,223
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(2) 四半期連結損益計算書

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年９月30日)

売上高 3,955 5,288

売上原価 3,267 3,740

売上総利益 687 1,547

販売費及び一般管理費

給料及び手当 326 297

役員退職慰労引当金繰入額 5 10

研究開発費 534 393

その他 496 537

販売費及び一般管理費合計 1,363 1,239

営業利益又は営業損失（△） △676 308

営業外収益

受取利息 27 14

その他 29 25

営業外収益合計 57 39

営業外費用

支払利息 24 20

持分法による投資損失 39 12

為替差損 9 80

社債発行費 22 －

その他 13 5

営業外費用合計 108 120

経常利益又は経常損失（△） △727 227

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5

合弁解消関連費用 － 94

特別損失合計 － 99

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純
損失（△）

△727 128

法人税、住民税及び事業税 4 67

法人税等還付税額 △8 －

法人税等調整額 27 △29

法人税等合計 22 37

少数株主損益調整前四半期純利益 － 91

四半期純利益又は四半期純損失（△） △750 91
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△727 128

減価償却費 428 377

売上債権の増減額（△は増加） △309 △166

たな卸資産の増減額（△は増加） 62 △131

仕入債務の増減額（△は減少） 272 77

その他 49 74

小計 △224 359

利息及び配当金の受取額 24 21

利息の支払額 △19 △20

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 94 △50

事業構造改善費用の支払額 △320 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △445 310

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △4,437 △6,499

有価証券の売却による収入 1,301 6,065

有形固定資産の取得による支出 △249 △209

有形固定資産の売却による収入 1 1

投資有価証券の取得による支出 △6 －

投資有価証券の売却による収入 1 －

貸付けによる支出 △0 －

貸付金の回収による収入 17 0

定期預金の預入による支出 △1,937 △1,437

定期預金の払戻による収入 42 1,937

信託受益権の取得による支出 △263 △559

信託受益権の償還による収入 206 476

その他の支出 △13 △35

その他の収入 35 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,301 △257

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 2,500 8,600

短期借入金の返済による支出 △3,508 △9,841

長期借入金の返済による支出 △49 △49

社債の発行による収入 1,000 －

社債の償還による支出 － △100

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △52 △52

リース債務の返済による支出 △19 △37

財務活動によるキャッシュ・フロー △130 △1,482

現金及び現金同等物に係る換算差額 29 △34

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,848 △1,463

現金及び現金同等物の期首残高 7,179 4,114

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,330 2,651
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該当事項はありません。 

  

  

  

該当事項はありません。 

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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